
１．新たな区民センターに期待すること

（１）機能融合により交流が生まれ続ける運営の実現 ～＂連携＂から＂融合＂へ～

それぞれの機能に明確な境を設けず、融合させることで、「来たついでに」「あれも一緒に」が叶えられ

る付加機能、サービスの導入・提供を行い、機能別では成し得ない事業展開を実現します。

（２）将来にわたり区民が使いやすい空間の実現 ～＂カコ＂から＂ミライ＂へ～

○区民が主体的にまちづくりの担い手となり、またそれぞれの活動を社会に還元し、活躍できる場となる

ことで、区民同士の交流、つながりを支援します。

○用途が限定される空間 、特定の用途で専用する空間は必要最小限にとどめる等、現代の発想で固めて

しまうのではなく、将来に向けて多機能かつ柔軟な運用を可能とする空間を整備します。

○施設に訪れなくても「情報を得る・利用する・発信する」ことを可能とするため、オンラインでの情報

発信や施設サービスの提供を積極的に進め、社会や様々な主体と、必要な時にいつでもどこでも「つなが

る」ことができる新時代の公共空間を創出します。

（３） 区民センター建替えを契機とした周辺まちづくり

区民センターが地域の有効な資産となり、周辺地域で行われる様々な分野の活動がにぎわいの創出やコ

ミュニティの形成へと発展し、周辺地域のまちづくりを広げていきます。

（４）区有施設の持続可能性に資する財政負担の軽減

今後の区有施設更新のモデルケースとなることから、効率的な利用、機能融合を進めながら、将来にわた

り区民活動を支えていく工夫を行いながら、財政負担を極力軽減させていくことを追求していきます。

新たな目黒区民センターの基本計画（素案の案）（概要版）

２．施設整備方針

ア 施設規模の考え方

区有施設見直しのリーディングプロジェクトである

本取組は、活発な区民活動を継続できる空間であり

続けることと、施設規模の効率化・コンパクト化により

将来にわたる維持管理経費の軽減を両立させる必要が

あります。新たな区民センターは、全体としてできる

限りのコンパクト化を目指した計画とします。

イ 施設配置の考え方

現行の区民センター、美術館、区民センター公園及び

下目黒小学校敷地を計画範囲として、それぞれが相乗

効果をもたらし、区民サービスの充実や更なるまちの

賑わいや活力等に資する最適な配置を計画します。

ウ 敷地動線

エ 建物動線

オ 搬出入動線

カ 施設計画上の留意点

３．施設運営方針

各機能の融合を促進し、ライフ

ステージに合わせたサービスを

切れ目なく展開させることで、

区民が様々な活動に利用できる

「１つの施設」として、複合施

設全体の一体的な運営を行いま

す。

ア 公民連携による役割分担

○計画段階から、民間事業者の

参画を求めることとします。

○区は、民間の持つノウハウを積極

的に活用する一方、運営のチェック、

施策の進行管理など、行政が責任を

持って担う事業に注力します。

イ 区の体制

一元的に連絡調整の窓口を担う施

設全体の所管組織（仮称：区民セ

ンター課）を新設し、より一層、

利用者のニーズに即した質の高い

公共サービスの実現を目指します。

ウ 民間事業者の運営体制

○民間事業者等で構成された共同

体を選定し、指定管理者として指

定した上で、区民センター全体を

横断的・一体的に管理運営します。

○各施設の管理業務（清掃、警備、

修繕等）についても、指定管理者

が包括的に管理することで、施設

管理の効率化を図ります。

ふれあい橋や田道広場
公園とのつながり

小学校との一体利用 桜の開花期間に配慮した動線

利用者に配慮した動線 わかりやすい動線

安全性の確保 セキュリティ確保 図書館の配本

災害への対応 環境への配慮 ユニバーサルデザインの導入

フレキシブルな計画 機械・電気設備等の適切な計画



６．事業スキーム

○設計・建設・維持管理・運営を一体的に民間活力を

活用した取組とするため、PFI法に基づくPFI方式又は

DBO方式で行う方向で検討しています。

○区として将来にわたり区有地を保有し続ける

ことができる点、複合市街地形成に資する住宅や

産業振興・生活利便などの民間機能導入の考え方

等を踏まえ、民間施設の敷地には70年程度の

一般定期借地権を設定し、借地料等により

区有施設の整備費等を極力賄う計画とする

ことで、区の財政負担の軽減も図ります。

取組 主体 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度

基本計画 素案の案 区

意見募集、説明会、
有識者意見聴取等

区

素案 区

パブリックコメン
ト、説明会

区

策定 区

公募 募集要項等作成 区

募集要項公表 区

事業者選定 区

契約 区

設計 事業者

許認可等 事業者

工事 事業者

５．区民センター建替えと周辺まちづくり

○現在、周辺地域の皆様と取り組んでいる準備会において、景観や日照、通風、採光、圧迫感等の居住環境に

配慮したまちづくりについて協議を進め、どのような街並み形成を目指すのかを整理しています。

○令和３年度以降まちづくりを考える会を開催、意見交換を重ね、「街の将来像を」以下の通り設定しました。

「自然、憩い、住まい、にぎわいなどが近接し、快適で便利、安心・安全な都市環境のもと、

区民の交流・活動拠点が生み出す活気とともに、新たな文化を育て、発信するまち」

○上記の「街の将来像」を周辺地域の方々で実現するため、より具体的な検討を行うためのまちづくり協議会

の設立に向け、令和４年10月にまちづくり準備会を発足しました。まちづくり準備会では、街の課題を解決す

る手法として、地区計画等の都市計画手法の活用も含めて検討を進めています 。

７．今後のスケジュール

現時点で想定される今後のスケジュールは下表の通りです。

今後、事業手法や民間事業者の提案内容等によりスケジュールは前後する場合があります。

男女平等・共同参画センター機能

講座・研修の開催、相談業務の実施、情報の収集及
び提供・調査研究、団体活動の支援、オンブーズの
運営

体育館機能

体育室を活用したスポーツ機会の提供、屋内プール
の運営、屋内プールを活用した小学校の水泳指導、
トレーニング室の運営、スポーツ教室の開催

美術館機能

多様な企画展示、教育普及プログラムの展開、区民
の芸術文化活動の支援、効果的な広報活動、所蔵作
品の保管、活用、調査研究

図書館機能

図書館資料管理、貸出・返却等の閲覧管理、レファ
レンスサービス、予約及びリクエストサービス、区
民センター機能と連動した情報提供

児童館等機能

児童館の運営、中高生対応、障害のある児童への対
応、地域活動支援、保護者及び地域との交流支援、
学童保育クラブの運営、ランランひろばの運営、子
育てふれあいひろば及び一時預かりサービスの提供

公園機能

交流の場・活動の場、景観の向上、環境保全、歩行
者ネットワーク形成、防災

４．新たな区民センターに導入する機能

産業振興・消費者行政機能

（ア）産業振興センター（仮称）機能

地域産業の担い手の育成・確保、地域産業の維
持・発展、創業・起業への支援

（イ）消費生活センター機能

消費生活相談、消費生活に関する情報の収集・発
信、消費生活に係る学習機会の提供及び活動支援

地域コミュニティ機能

（ア）地域活動拠点機能

地域コミュニティ活動支援

（イ）区民交流活動機能

区民交流活動室（会議室、多目的室等）の貸し出し

青少年プラザが行ってきたステップアップ講座や青少年向け生涯学習講座等のほか、文
化財を活用したワークショップや展示等については、区民交流活動室等を活用し、生涯
学習事業として継続・実施していきます。また、小学生の放課後の安全・安心な居場所
づくりとして実施している子ども教室については、下目黒小学校等を活用して事業を継
続していきます。なお、児童・生徒を中心とした青少年が相互に交流する場については、
児童館における中高生の居場所の確保・充実によりこれまで以上に青少年世代にとって
居心地の良い空間としていきます。

区民センター社会教育館が担っていた生涯学習機能については、区民交流活動室等を活用し、生涯
学習事業（生涯学習講座等）として継続・実施していきます。引き続き、芸術・文化・教養など各
機能との融合により、新たな区民センターにおいても、社会の変化に応じた学習・交流機会を提供
します。

地域活動拠点機能は学校に整備し、集会
室機能は区民交流活動室と併せた運用と
します。

区民交流活動室を活用し、地域の高齢者
の生きがいづくりや健康増進などの活動
拠点としての機能を継続します。

従来、中小企業センター振興に位置付けていたホールは、より多くの用途、より多くの方が使いや
すくなるよう、区民交流活動室（貸室）の１つとして位置付け、整備します。

区内中小企業に働く勤労者の文化・教養及び福祉の向上を図ってきた勤労福祉会館は閉館し、区の
中小企業の振興を担ってきた中小企業センターと併せて事業の精査を進め、新たに「産業振興セン
ター（仮称）」として再編成します。

（２）新たな区民センター整備に伴い、従来と施設のあり方、事業展開が変更するもの

（１）新たな区民センターに導入する機能（実施事業）

多目的空間

下目黒
住区会議室

下目黒老人
いこいの家

中小企業センター
・勤労福祉会館

生涯学習機能

青少年活動
支援機能

解体現行施設の運営


